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アンケート調査によると、障がいがあるために差別を受けたり、いやな思いを

したことが「ある」と答えた人の割合は低下してきています。しかし、精神障が

いのある人や障がい児では依然として40％以上の人が「ある」と答えています。

また、差別を受けたり、いやな思いをした場面で最も多いのが「地域社会」であ

り、日中活動の場である「職場」や「学校」がそれに次いで多いという結果です。 

福祉教育の推進やあらゆる機会を活用して啓発活動に努め、障がいの特性や障

がいのある人についての正しい理解を促進します。また、障がいを理由とした差

別の解消、合理的配慮の提供、障がいのある人の権利擁護に努め、だれもが暮ら

しやすいまちを目指します。 
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平成25年（N=  300)

平成28年（N=  243)

平成19年（N=  206)

平成25年（N=  372)

平成28年（N=  453)
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図表６－１ いやな思い（過去との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成19年の設問は「これまで」の経験であり、平成25年・今回調査は「この５年間に」限っ

ている。 

障がいのある人の 権利を守ります 

施策の方向 
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(1) 権利擁護支援の推進 

 

(2) 障がいに関する理解の促進 

○障がいのある人があらゆる分野に参画できるよう、広報こまき、こまき社協だよ

り、各種研修会等を通して、広報、啓発に努めます。 

○市職員が障がいと障がい者問題についての理解を深め、各部署における障がい者

施策や窓口対応において合理的配慮が提供され、より適切に行われるよう、新規

採用職員の福祉体験、人権研修などの職員研修を通して啓発に努めます。 

○小学校、中学校は、市社会福祉協議会、社会福祉施設、ＮＰＯ法人等と連携して、

ボランティア活動、福祉実践教室等に取り組みます。 

○小・中学校と特別支援学校との交流、あさひ学園と幼稚園・保育園との交流など

を行い、相互理解を深める教育の推進に努めます。 

○地域における障がい者の見守り体制を充実するため、「地域支え合い推進員」等

を通じて地域住民の障がいに関する理解促進に努めます。 

 

(3) 差別解消の推進 

○障害者差別解消法、愛知県障害者差別解消推進条例の施行を踏まえ、より一層の

心のバリアフリーを推進する啓発・教育活動に努め、障がいを理由とする差別の

解消を推進します。 

○事業者等による差別的取り扱いや合理的配慮の不提供等の相談を受け付けた際

は、当該事業者に対して差別的取り扱いの禁止や合理的配慮の提供等、障害者差

別解消法の趣旨を説明して、理解を得るよう努めます。 

○市の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」に沿って職員が適

切な対応を行えるよう研修を行い、資質向上を図ります。 

○障害者差別解消支援地域協議会は、その機能を自立支援協議会に置き、相談支援

事業所、小牧市長寿・障がい福祉課が具体的な差別に関する相談窓口として対応

します。 

 

重点施策 

取り組み 
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(4) 虐待の防止 

○虐待を未然に防ぐことができるよう、相談員や地域包括支援センター等の支援者

に働きかけるとともに、地域で孤立することがないよう、民生委員等へ協力を呼

びかけます。 

○障がい者虐待に関する相談や、養護者、障がい者福祉施設従事者及び使用者によ

る障がい者虐待についての通報・届出については、小牧市障害者虐待防止センタ

ー（小牧市長寿・障がい福祉課）で対応します。 

 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ28) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

障害者差別解消法に関する研修会の開催回数 1 回 

 

 

 

指 標 
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図表６－２ 障がい福祉サービスの実績（ひと月あたりの平均） 

サービス名 単位 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 
（見込み） 

訪
問
系 

居宅介護（ホームヘルプ） 
人 
時間 

193 
5,126 

213 
5,386 

228 
5,743 

225 
5,503 

重度訪問介護 
人 
時間 

3 
1,423 

2 
1,424 

2 
1,053 

3 
903 

同行援護 
人 
時間 

7 
65 

7 
79 

9 
138 

11 
152 

行動援護 
人 
時間 

3 
128 

4 
169 

4 
221 

4 
159 

日
中
活
動
系 

生活介護 人 238 243 250 258 

自立訓練（機能訓練） 人 1 1 3 1 

自立訓練（生活訓練） 人 2 1 1 3 

就労移行支援 人 16 16 19 23 

就労継続支援（Ａ型） 人 107 150 167 168 

就労継続支援（Ｂ型） 人 85 93 124 149 

短期入所 人 23 31 35 40 

療養介護 人 12 11 12 15 

居
住
系 

共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 人 32 38 50 63 

施設入所支援 人 63 62 65 65 

 

 

障がい福祉サービスは、就労継続支援Ａ型・B型、短期入所、共同生活援助（グ

ループホーム）などの利用が大幅に増加しており、短期入所やグループホームの

ニーズは依然として高くなっています。また、訪問系サービスについては、夜間

の利用に関する要望もあります。一方、サービス事業所においては人材不足など

によりサービスの拡充が難しい状況にあります。 

障がいのある人が地域で安心して暮らせるよう、日々の地域での暮らしを支援

する、訪問系サービスや日中活動系のサービスなどについては、ニーズに対応し

たサービスが提供できるよう、サービスの量と質の確保を図ります。 

また、生活の拠点となる居住の場として、グループホームの整備の促進を図り

ます。 

障がいのある人の 生活を守ります 

施策の方向 
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(1) 地域生活支援拠点の整備 

 

(2) 障害福祉サービス（訪問・日中活動系）等の充実 

○地域での自立した暮らしを支える、居宅介護、重度訪問介護などの訪問系サービ

スについて、必要なサービスの量及び質の確保を図ります。 

○最重度の障がいのある人（重度訪問介護利用者）が入院した場合には、医療機関

等においても重度訪問介護の支援を行います。 

○障がいのある人の状況に応じた日中活動の場が確保されるよう、生活介護、自立

訓練、就労継続支援、地域活動支援センターなどの日中活動系サービスの必要な

サービス量の確保に努めます。 

○重症心身障がいのある人等の日中活動の場、また障がいのある人の交流の場とし

て、「障害者デイサービス施設ひかり」の安定的な運営に努めます。 

 

(3) グループホームの整備促進 

○障がいのある人が自立して地域で生活していくため、また入所施設から地域生活

への移行を促進するために、市独自の整備費助成制度を継続して実施することで

グループホームの整備を促進します。 

 

(4) 手当の支給等 

○特別障害者手当等の法に基づく手当に加え、公的年金を受給していない人に小牧

市心身障害者扶助料を支給します。 

 

(5) 福祉人材の確保 

○サービス充実のための人材については、サービス事業所、ハローワーク等関係機

関と連携して確保を図ります。 

○社会福祉協議会や関係団体と協力し、手話、要約筆記等の養成講座、ボランティ

ア育成のための福祉の入門講座を開催します。 

○今後増大することが見込まれる医療ニーズに応えるため、医療職の確保について

調査・研究を進めます。 

重点施策 

取り組み 
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指    標 
基準値 

(Ｈ28) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

障害福祉サービス支給決定者に占めるサービス等利用計画・

障害者支援利用計画作成者の割合 
73％ 

 

グループホームの利用者数（実利用者数の月平均） 50 人 

 

 

指 標 
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図表６－３ 現在の日中の過ごし方（年齢別）              単位：Ｎは人、他は％ 

区  分 Ｎ 

正
規
職
員
と
し
て
働
い

て
い
る 

正
規
職
員
以
外
と
し
て

働
い
て
い
る 

自
営
業
を
し
て
い
る
（
家
の

仕
事
を
手
伝
っ
て
い
る
） 

障
が
い
者
の
た
め
の
通

所
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し

て
働
い
て
い
る 

障
が
い
者
の
た
め
の
通

所
サ
ー
ビ
ス
（
生
活
介
護

な
ど
）
を
利
用
し
て
い
る 

そ
の
他 

家
庭
内
で
過
ご
し
て
い
る 

無
回
答 

身体 
18～39歳 65 36.9 16.9 1.5 9.2 1.5 7.7 21.5 4.6 

40～64歳 530 22.6 16.8 5.5 3.0 2.1 9.9 34.9 5.3 

知的 
18～39歳 159 14.5 23.3 0.6 18.9 22.0 5.0 9.4 6.3 

40～64歳 72 6.9 19.4 1.4 16.7 18.1 5.6 25.0 6.9 

精神 
18～39歳 126 6.3 19.8 0.8 16.7 0.8 9.6 42.9 3.2 

40～64歳 243 5.3 16.9 0.8 14.8 1.2 11.5 43.6 5.8 

（注）「学校に通っている」「ボランティアなど」「デイケア」「リハビリテーション」は「その他」に含めた。 

図表６－４ 仕事のことで困っていることがあるか 

 

 

 

 

 

 

 

障がいのある人の 就労を支援します
活を守ります 

アンケート調査によると、働く意欲をもちながらも就労機会を得られていない

障がいのある人は多く、就労意向は高いと言えます。また、職場での人間関係や

障がいについての理解不足などで問題を抱えている障がいのある人は少なくあり

ません。さらに、障害福祉サービスを利用して働く場合においても、経済的な自

立のためには工賃の更なる向上が必要となっています。 

関係機関と連携して、障がいのある人の一般就労機会の拡大や職場定着を図り

ます。また、様々な就労形態の場の確保や工賃アップを目指した取り組みを推進

します。 

施策の方向 
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図表６－５ 障害者就労施設等からの物品等調達実績 

区  分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

優先調達の目標額 800万円 1,000万円 1,000万円 

調達額 904.8万円 802.8万円 － 

 

 

 

(1) 事業所の理解促進 

○障害者雇用支援月間等に、公共職業安定所等と協力し、障がいのある人の雇用促

進に関する広報・啓発活動に取り組み、企業等の理解・協力を促進します。 

○一般企業からの障がい者雇用について問い合わせ等があった場合、小牧市障害者

自立支援協議会就労支援連絡会は、近隣市町の自立支援協議会や就業・生活支援

センターと連携して取り組みます。 

○障がいのある人が働きやすい職場の環境づくりが促進されるよう、広報・啓発活

動を推進します。 

 

(2) 就労施設への支援 

○障がい者就労施設等からの物品の調達や役務の提供については、市の調達方針に

そって優先的に発注を行い、施設等の仕事を確保することにより、障がいのある

人の就労を支援します。 

○地域住民が集まるサロンでの物販活動等、障がい者就労施設による物販の機会の

充実を図ります。 

○「障害者が働く事業所ガイドブック」については、毎年度更新して、企業、働き

たいと思っている障がいのある人へ情報を発信します。 

 

(3) 障がい者雇用の推進 

○就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型などの就労系サービスの量･質の確保に

努めます。 

○就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、家族・企業・関係機関等との連絡調

整、相談等の必要な支援を行う就労定着支援事業所の参入を促進します。 

 

取り組み 
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図表６－６ 就労定着支援のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○小牧市では、障がいのある人の雇用率が法定雇用率を上回るよう、計画的な採用

を行います。また、引き続き障がい者の職域の拡大に努めます。 

 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ28) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

障害者優先調達法に基づく障がい者就労施設等からの物品等

調達実績 
802.8 万円 

 

障がい者就労施設等からの一般就労への移行者数 11 人 

 

 

指 標 

一般就労へ移行 

企業等 

 

働く障害者 

就労に伴い生じている生活面の課題 
生活リズム、体調管理、給料の浪費等 

・遅刻や欠勤の増加 

・業務中の居眠り 

・身だしなみの乱れ 

・薬の飲み忘れ 

関係機関 

 
 

障害者就業・生活支援センター 

医療機関 

社会福祉協議会 等 

就労移行支援事業所等 

 
就労定着支援事業所 

❶相談によ

る課題把

握 

❸必要な

支援 

❷
連
絡
調
整 
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図表６－７ 児童福祉法に基づく障がい児の支援サービスの実績（ひと月あたりの平均） 

サービス名 単位 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 
（見込み） 

児童発達支援 
人 
日 

43 
552 

40 
480 

57 
555 

68 
694 

医療型児童発達支援 
人 
日 

1 
1 

2 
17 

2 
21 

2 
15 

放課後等デイサービス 
人 
日 

180 
2,452 

225 
2,907 

247 
3,207 

276 
3,787 

保育所等訪問支援 
人 
日 

1 
1 

1 
1 

0 
0 

0 
0 

障害児相談支援 人 25 40 34 32 

 

 

 

(1) ネットワークの構築 

○自立支援協議会こども連絡会など、関係機関が定期的に集まる場を開催し、情報

共有をはじめ課題の整理を行います。また、他の機関との連携を深めることで、

地域の課題や個別の課題の解決に向けて取り組みます。 

○発達段階や障がいの状態に応じて適切な療育が受けられるよう、保健センター、

保育園・幼稚園・こども園、あさひ学園、放課後等デイサービス事業所等、児童

相談所、特別支援学校、発達障害者支援センター(コロニー)等関係機関によるネ

ットワークの充実を図り、切れ目のない支援を行います。 

障がいのある人の 療育を支援します
守ります 

児童発達支援、放課後等デイサービスは増加傾向にありますが、児童発達支援

の更なる充実、子ども・子育て支援の充実が求められています。 

また、学校教育においては、障がいのある児童生徒には、自立や社会参加に向

け一人ひとりの障がいの状態や教育的ニーズに応じた指導や支援が必要です。 

障がいのある児童の可能性を最大限に伸ばし、持てる能力を十分発揮できるよ

う、早期療育の充実に努めるとともに、継続的な支援が行われるよう、保健セン

ター、子育て支援センター、保育園・幼稚園、あさひ学園、障害児通所支援事業

所、小中学校、特別支援学校、県の関係機関等との療育のネットワークの強化に

努め、療育支援体制の充実を図ります。 

 

施策の方向 

取り組み 
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○乳幼児健診等において発達に関して支援が必要な幼児や、かかわりづらさのある

幼児をもつ親に対して、保健師、看護師、保育士が、親子で共感できる遊びや体

験を通して、子どもとの付き合い方を知ることで、親子が豊かな生活を送ること

ができるよう支援します。療育が必要な幼児には「あさひ学園」の利用を勧めま

す。 

 

(2) 障がい児相談・早期療育の充実 

○障がいのある児童の心身の状況や環境、児童・保護者の意向などを踏まえて適切

なサービスが利用できるよう障がい児相談支援の充実を図ります。 

○あさひ学園では、自閉症、アスペルガー症候群、ＡＤＨＤなどの発達障がいのあ

る児童の相談・情報提供、カウンセリングを行います。 

○外出が著しく困難な重度の障がい児に対し、居宅を訪問して発達支援を行う居宅

訪問型児童発達支援や、保育所等訪問については、実施体制の充実を図ります。 

○発育や発達に不安のある児童の保護者に対して、「はじめのいっぽ」を配布し、

子育て支援、教育、相談等のサービス、医療機関等の情報を提供します。 

○ライフステージごとに切れ目のない支援ができるように、「成長記録ノート」の

活用を啓発します。 

 

(3) サービスの質の向上 

○サービス事業者が支援に係る知識の修得や技術の向上について自ら取り組むよ

う意識啓発を行います。また、事例検討会や研修会などを開催します。 

○放課後等デイサービスの質の確保とサービスの適切な利用を促進します。 

 

(4) 子ども・子育て支援における障がい児の受け入れ推進 

○障がいがある児童と障がいのない児童を一緒に保育することで、障がいのある児

童の心身の発達を促すとともに、児童の障がいに対する理解を深めるなどインク

ルーシブな保育・教育を推進するため、今後も市立の保育園・幼稚園・こども園

において、集団保育可能な障がいのある児童の受け入れを行います。 

○児童クラブ及び放課後子ども教室において、障がいのある児童の適切な受け入れ

を行います。 
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(5) インクルーシブ教育の推進 

○同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズに応えるインク

ルーシブ教育を推進します。 

○児童生徒一人ひとりの障がいの状態や教育的ニーズ等に応じて、教材、意思疎通

支援、施設のバリアフリー化など基礎的環境整備を進め、合理的配慮の提供を図

ります。 

○小・中学校の通常の学級に在籍する発達障がいなど支援を必要とする児童・生徒

を対象として、障がいの状態に応じて特別な指導を行う通級指導の充実を図りま

す。 

○小・中学校の特別支援学級と通常の学級、小・中学校と特別支援学校の間におい

て、障がいのある児童・生徒とない児童・生徒の交流及び共同学習を推進するこ

とにより、相互理解を深めます。また、地域の障がい者支援施設等との交流を促

進し、福祉学習の充実を図ります。 

 

(6) 学校との連携 

○サービス事業所や関係機関と学校との連携を図り、就学に向けた児童と保護者へ

の総合的な支援に努めます。 

○一般就労や就労系サービスの利用など、卒業後の多様な進路が確保されるよう、

相談支援事業所等との情報交換、連携を図ります。 

 

(7) 子育て世代包括支援センター 

○妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに対して、総合的な支援を提供するワ

ンストップ拠点となる子育て世代包括支援センターを設置します。 

 保育士、保健師、助産師などが母子保健コーディネーターとなり、関係機関と協

力してきめ細かい支援を実施します。 

 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ28) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

委託相談支援事業所における障がい児に関する相談者数 275 人 

 

指 標 
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５  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６－８  心身障害者医療費（入院・通院） 

区    分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

受給者数（年度平均）人） 

受診件数（件） 

支給額（千円） 

１人当たりの受診件数（件） 

１人当たりの支給額（円） 

１件当たりの支給額（円） 

1,509 

36,134 

245,398 

24 

162,623 

6,791 

1,509 

36,703 

264,180 

24 

175,069 

7,198 

1,510 

36,130 

253,363 

24 

167,790 

7,013 

1,539 

37,598 

233,694 

24 

151,848 

6,216 

 

 

(1) 医療費の助成 

○自立支援医療、難病医療費助成制度等に基づく医療費の公費負担に加え、障がい

のある人が安心して必要な医療を受けられるよう、保険診療で自己負担となる医

療費について助成を行います。 

 

(2) 地域での医療の確保 

○医療機関や医師会と連携して、地域における医療提供体制の構築を目指します。 

○訪問診療、訪問看護等の充実を図ります。 

 

障がいのある人の 地域医療を確保します 

心身障害者医療費受給者数は、年々増加傾向ですが、支給額は減少傾向となっ

ています。 

障がいのある人が安心して地域で医療を受けられるよう、利用しやすい医療施

設の配慮を医療機関に働きかけるとともに、医療費の助成を行います。 

受け入れ体制が整えば退院が可能な精神障がいのある人については、福祉・保

健・医療等が協議の場を通じて、連携による支援体制の構築を目指し、精神科病

院から地域生活への移行を促進します。 

施策の方向 

取り組み 
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(3) 医療的ケア児等の支援 

○痰の吸引や経管栄養を必要とする医療的ケア児等については、学校生活、障がい

福祉サービスの利用が難しい、緊急時の受け入れ先がないなどの課題があります。

地域で必要な支援を受けられるよう、また緊急時の受け入れができるよう、関係

機関が協力して総合的な支援体制の構築を目指します。このため、自立支援協議

会等において検討を進めるとともに、必要に応じて広域での検討を行います。 

 

(4) 難病患者への支援 

○保健所が行う難病患者への事業や協議に関して、必要に応じて参加、協力してい

きます。 

○難病患者を対象とする治療と仕事の両立支援の仕組みについて周知を図ります。 

 

(5) 精神障がい者等の地域移行 

○精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムを構築するため、保健・医療・福

祉関係者による協議の場を設置します。これにより、精神科医療機関、一般医療

機関、相談支援事業者、保健所、市などとの重層的な連携による支援体制の構築

を目指し、精神障がいのある人の地域への移行を促進します。 

○病院、障害者支援施設等から一人暮らしへの移行を希望する精神障がいや知的障

がいのある人について、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応に

より、相談・助言を行うなど円滑な地域生活に向けた支援を行います。 

 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ29) 

目標値 

(Ｈ35) 

重症心身障害児にも対応した児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所数 
0 か所 1 か所 

 

指 標 
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図表６－９ 外出の頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がいのある人の 社会参加を促進します 

アンケート調査によると、障がいのある人の外出の頻度は、確実に高まってき

ており、社会参加の表れの一つととらえることができます。一方、スポーツや・

レクリエーション活動の頻度をみると、障がいのある人の頻度は成人全般に比べ

て低く、行っていない人が６割を占めているという結果です。 

スポーツ・文化・レクリエーション活動などは、生活にうるおいをあたえ、仲

間づくり、自己実現の場となります。また、身体障がいのある人にはリハビリテ

ーションになり、運動不足で肥満になりがちな障がいのある人にとっては健康管

理にも役立ちます。活動への参加機会の提供、参加しやすい環境整備等を進め、

障がいのある人の様々な活動への参加を促進します。 

手話通訳者、要約筆記者の派遣等の利用を促進し、意思の疎通に障がいのある

人の社会参加を支援します。 

施策の方向 
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図表６－10  過去１年間にスポーツ・レクリエーションを行った日数（20歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成27年度スポーツ庁委託事業「地域における障害者スポーツ普及促進事業（障害者の

スポーツ参加促進に関する調査研究）報告書。内閣府「東京オリンピック・パラリンピック

に関する世論調査」（平成27年６月） 

 

 

 

(1) 意思疎通支援の充実 

○障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある人に、手話通訳、要約筆記等の

方法により、意思疎通の円滑化を図ります。 

○手話奉仕員養成講座を開催するなど、意思疎通支援に係る人材の育成に努めます。 

○入院時における意思疎通支援や重度訪問介護の利用について、周知を図ります。 

○情報やコミュニケーションに関する支援機器を必要とする障がいのある人に対

して、日常生活用具の給付・貸与を行います。 

 

(2) スポーツ大会の開催 

○市民のスポーツ大会・イベント等へ障がいのある人が参加しやすい環境を整備し、

障がいのある人の参加を促進します。 

○スポーツに取り組む障がいのある人の裾野を広げるとともに、障がい者スポーツ

を通して障がい者理解が進むよう、障がい者スポーツ大会の開催・充実を支援し

ます。 

○障がい者スポーツ・レクリエーションのボランティアの確保・育成を促進します。 

取り組み 
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(3) 文化芸術活動への取り組み 

○障がいがあっても気軽に参加できるコンサートの開催などを検討します。 

○障がいのある人の創作活動や展示・発表の場の充実を図り、障がいのある人の文

化芸術活動を支援します。 

○市が企画するイベントについては、障がいのある人に配慮した環境の整備に努め

ます。 

 

(4) 余暇活動の場の確保 

○ふれあいセンターなどで、絵画、書道、編み物、陶芸などの各種教室を開催しま

す。 

○地域のサロン等、地域活動に気軽に参加できるよう働きかけます。 

○余暇活動等参加のための移動支援等の利用を促進します。 

○ボランティア活動の窓口となる社会福祉協議会と連携し、障がいのある人の余暇

活動や地域活動の支援を行うボランティアの育成に努めます。 

 

(5) 外出支援 

○自動車運転免許の取得に要する費用の一部助成、自動車の改造に要する経費の助

成を行い、障がいのある人にとって重要な移動手段である自動車の利用を促進し

ます。 

○障がいのある人の外出を支援するため、タクシー代の基本料金又はガソリン代の

補助を行います。 

○障がいのある人の外出を支援する行動援護や移動支援については、事業所の参入

を促進して、必要なサービスの量・質の確保を図り、利用者の柔軟な利用を図り

ます。 

 

(6) 社会参加のしやすさの向上 

○「障がいの社会モデル」の考え方にそって、障がいのある人に様々な情報が届き、

活用ができるよう、ホームページの内容の充実を含め、社会参加のしやすさの向

上に向けた取り組みを推進します。 

○視覚障がいのある人のための点字広報や声の広報の普及・充実を図ります。 

○視覚障がいのある人が活字文書読上げ装置を利用して情報が得られるよう、音声
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コードの普及に努めます。 

○市役所、保健センター等への申し込み、問い合わせ方法について、電話に限らず、

できる限りファックスの使用が併用できるよう配慮します。 

○障がいのある人のためのサービス、制度を分かりやすく説明した福祉ガイドブッ

クを作成します。 

 

 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ28) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

意思疎通支援事業における手話通訳者・要約筆記者の登録者数 20 人 

 

スポーツ・レクリエーションの集いにおける参加者数 433 人 

 

指 標 
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図表６－11  小牧市はバリアフリーが進んだか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６－12  福祉避難所 

野口の郷（第１老人福祉センター） 

小針の郷（第２老人福祉センター） 

あさひ学園（ふれあいの家） 

障がいのある人の 環境を整備します 

アンケート調査によると、障がいのある人にとって、本市におけるバリアフリ

ー化は、十分に進んだと感じられる状態にあるとは言えません。障がいのある人

はもちろん、高齢者、子ども、けがをした人、妊婦など、あらかじめだれにでも

利用しやすいように配慮して、建築物、公共交通機関、道路の整備を進めるユニ

バーサルデザインの考え方を基本として環境整備に努め、人にやさしいまちづく

りを推進します。 

また、災害時の避難や避難所での不安に関する意見が多数寄せられています。

地域ぐるみの防犯・防災のネットワークを構築し、障がいのある人が地域や家庭

で安心して暮らせるまちづくりを推進します。 

施策の方向 

福祉避難所は、一般の避難所で生活することが困

難な災害時要援護者（高齢者、障がいのある人、妊

産婦の方など）が利用する二次的な避難所です。い

ったん一般避難所に避難し、福祉避難所の受け入れ

態勢が整ってから誘導が行われます。現在指定して

いるのは市の３施設です。 
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(1) 公共施設等のユニバーサルデザイン化 

○バリアフリー法、その他関連計画にそって、ハード、ソフト両面からの公共施設

等の整備・改善を進めます。 

○電車、バス等の公共交通機関の施設、停留所、車両等の段差の解消、音声・文字

情報の充実、職員の対応等について、事業者に改善を働きかけていきます。 

 

(2) 緊急時の対応 

○聴覚・言語障がいのある人がスマートフォンの画面タッチで「119番通報」でき

る「NET119」システムの周知に努めます。 

○ファクシミリにより緊急通報を警察で受理する｢ファックス110番」、急病・火災

等の緊急時に小牧市消防本部に直接連絡が入る「ファックス119番」の周知に努

めます。 

 

(3) 災害時の支援体制の構築 

○現在、福祉避難所は３施設が指定されていますが、さらにサービス事業所等と連

携して指定施設の拡充を図るとともに、受け入れ体制の整備について検討します。 

○福祉避難所については、施設のバリアフリー化、電源の確保等、障がいのある人

への配慮に努めます。また、一般の避難所においても、災害時にすぐに避難でき

る福祉避難スペース（室）の確保を図ります。 

○障がいのある人を含めた避難訓練、防災訓練の実施を検討します。 

○サービス事業所における、防災マニュアルの作成を推進し、防災の意識を高めて

いきます。 

○災害時要支援者対策の一環として、ストマ装具を必要とし、保管を希望する障が

い者を対象として、市役所の災害対策用資機材庫を保管場所として提供し、スト

マ装具の保管を行います。 

○災害時避難行動要支援者台帳への登録、地域で行う支援活動の検討、避難支援体

制の構築を図ります。 

 

 

取り組み 
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指    標 
基準値 

(Ｈ29) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

災害時避難行動要支援者台帳における障がい者の登録者数 1,474 人 

 

福祉避難所の数 3 か所 

 

指 標 
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８  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６－13  小牧市障害者自立支援協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 相談支援体制の充実 

 

(2) 相談員の質の向上 

○障害者相談支援専門員等の質の向上を目指した研修の開催等により、相談支援事

業所の人材育成を促進します。 

 

障がいのある人の 相談支援を充実します 

障がいのある人の相談内容は、福祉サービスや医療だけの問題ではなく、生活

全般にわたる課題となってきており、相談体制の充実とともに、複雑、多様化し

ている問題に多職種が連携して取り組むことが求められています。 

障がいのある人が地域で安心して暮らせるよう、相談支援体制の充実に努める

とともに、当事者、サービス事業所、関係機関等が課題を共有し、連携して課題

解決に取りみます。 

重点施策 

施策の方向 

取り組み 

 

 

就労支援連絡会 

 

 

日中活動系連絡会 

 

 

相談支援事業所 

連絡会 

 

 

こども連絡会 

 

承認 

全 体 会 

 

課題 

調整会議（検討・解決・開発） 
 

＊各連絡会代表、委託相談支援４事業所代表 

尾張北部圏域地域アドバイザー 等 
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(3) 相談先の周知 

○民生委員、地域包括支援センター等が地域での見守り活動を通じて支援が必要な

人を発見した場合、速やかに相談機関へつなげることができるよう、関係者及び

関係機関への相談先の周知に努めます。 

 

(4) 小牧市自立支援協議会の充実 

○相談支援事業所連絡会が中心となり、自立支援協議会全体の活性化に努めます。

具体的には、相談支援事業所連絡会から各連絡会に対して、検討すべき課題を提

案したり、実際に相談員が各連絡会に参加するなどして検討を進めます。 

○相談支援事業所連絡会においては、困難事例のケース検討を行います。これによ

り、多くの相談員のアイデアで打開策を探るとともに、相談員一人ひとりの提案

力、課題解決力を向上させます。 

○差別解消支援地域協議会は、その機能を自立支援協議会に置くこととします。 

 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ29) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

小牧市障害者自立支援協議会相談支援事業所連絡会での事例

検討会の開催回数 
3 回 

 

 

 

指 標 


